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北海道大学衛生工学シンポジウム
1993.11北海道大学学術交流会館

7-3 
ま最土寛謀者三生生三岡苛省二I:.，*-者区下村α〉者汗虫記

谷口学事(工学博士大成建設株式会社開発本部計画部)

1.はじめに

近年、地球環境問題が重視されてきており、その主要な原因のーっとして f都甫化Jのもたらす影

響があげられる。すなわち、都市活動というエネルギー・資源の代詩j機能が都市の立地する自然に対

して過大な負荷を与え、その影響が地球規模に及び地球蝿暖化や砂漠化，酸性璃，海洋汚染等をもた

らしているととらえられる。

また、大都市圏への一極集中は様々な都市問題を引き起こし、国際化や情報北、高齢化等といった

社会の撤流に対しても現状での都市では対応できない状況にある。こうした状況のもとで、 21世紀社

会に持続的成長が可能な新たな都市の理想像の確立が期待されている。

そこでは、生活水準を維持しつつ、新たなアメニティの創造を図ることを前提にして、都市部にお

けるエネルギー・物質循環構造のあり方に焦点を当て、エネルギー・資源および未利用エネルギーを

これまで以上に効率よく多様に活用し、新しい都市環境・社会システムを構築することは極めて重要

であると考える。

以上から、本研究ではある程度の規模(都市ユニット)の新都市開発を想定し、 21世紀初頭に実現

可能な環境共生技術と省エネルギー・省資源技術を効果的に適用した都市環境システムを提案し、在

来技術により構築された都市と比較して、環境改善効果を都市スケールで検討することを自的とした。

2.環境共生幽省エネ都市のコンセプト

2. 1環境と共生する都市の生活イメージ

これまでの都市においては、生産システムの巨大化に対応した生活様式を志向してきた。そこでは、

機能の純化、合理化、選別化が行われ、本来一体性を持つべき生活システムである個人、家族、地域

社会等がそれぞれ分離され、エネルギー・物質が大量に消費されていた。

今後の都市づくりで、めざすバき生活様式とは、個人・家族・地瞬土会が本来持っている個性ある

「全体性」の由復であり、多様な個体が共存して生きている社会である。これらは f市民生活の豊か

さjの向上とも表現でき、例えば、全ての人々が一生働く機会をもてるような職住近接型のまちづく

りであり、自然に包まれた環境の中で心身の健康をとり戻すことである。省エネルギー・省資源につ

いても「がまんの省エネjを要求する一ことなく、一定の水準を維持した生活・行動の中で結果として

省エネルギー・省資源につながる生活である。

2.2エネルギー聞物質種環と導入技術の考え方

エネルギーや水等の資源を浪費する都市の拡大により、都市を支えるエネルギー・物質循環システ

ムも巨大化・国際化してしまった。エネルギーについては、石油，天然ガス等の資源を輸入し、発電

し、あるいは直接的に都市で消費仏大気汚染物質や排熱を都市外へ排出してきた。また、水につい

ては、従来、河川!の上流部で取水し、都市で消費することにより河川水量の減少を招いたが、都市の

巨大化により大部分の大都市では下流部で水質劣化した水道原水を求める事態におちいっている。さ

らに、原材料についても都市で消費した後、廃棄物として都市外に搬出・処理・処分され、近年では

その用地確保にも閤難を生じている。これらは全て、づ品性の消費形態によるためであった。

今後の都市では、ごみ焼却排熱や都市下水・河川水・海水等の未利用エネルギーを利用することや

太陽光発電・省エネ建物等を導入することによりエネルギー消費量を減少させ、また、節水機器や再
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生水利用、雨水利用により上水消費量を減少させるエ

ネルギー・物質循環裂の都市構造の構築が強く求めら

れる。

これは、エネルギーや水等の資源を都市内で完全に

自給自足することは難しいが、リサイクルシステム等

の拡大により外部への依存と自己の排出負荷を可能な

限り下げることをめざすという意味で、 「都市の自立

性jの向上と表現できる。(圏一 1参照)

これからののぞましい生活様式を実現し、都市のエ

ネルギ-0物質循環構造を再構築するために環境共生

技術と省エネルギー・省資源技術を導入する都市を、

ここでは「環境共生@省エネ都市Jと定義し、研究の

女橡とする。

3.計繭フレームの設定

3. 1都市フレーム

都市フレームについては、新しい都市開発の都市モ

デルとして、実際への適舟可能性を考慮して、次のよ

うに設定した。

・計画面積は 500h~呈度とし、事務所、鶏業等の業務

系機能と多様な居住系機能及び公共施設が、ある程

度独立して成立可能な都市規模とする。(表-1参

照)

・計酪居住人口を5万人(人口密度100人/ha)、計

調従業人口を6万人と設定した。。位置は、大都市

から離れているが首都機能の一部移較{展都)をふ

まえ、大都市との交滋アクセス(鉄道、高速道路〉

は良好で通勤も可能とする。

-地形は、大規模造成を必要としない比較的小さな起

伏のある林地とし、周辺に利用可能な中規模河川が

流れていることを想定する。

@周辺は農地、雑木林、既存集落が主体であるが、将

来的には、モデル都市と同様な都市に再編成されて

いくことを想定する。

@気候は、冬季の積雪や寒冷は厳しくないが、夏季は{

蒸し暑いことを惣定する。例えば、関東地方の内陸

部を想定し、冬季の北西季節風等の地域特性を考属

する。(年平均気温150C，.降水量1，400醐/年)
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図-1 環境共生・省エネ都市のエネルギー

・物質循環構造

表-1 土地利用計画フレ…ム

敵地h国a領I割H合 個 考
g 升

オフィス 45 9.0. 従起事床里人1口.8冊B万.叩人odX3→0・d4/田人町欄罷般時地41.8田 1J{)(}n/ 4 鱒 5h.l

畢穏聾瞳II(SC.近踊} 3 I 0.6 躍住人口5万人x0.7n//人由経時35.000r./

金担増.多目的ト& 3 I 0.6 全編塙15.0曲n/、イベント"'ωルl5.曲On/
文化続段 穏時10.0∞d
間
ホテル

延l曲5日d0/.問宜自eXrf+E曲2宣∞百E 罷四床世剖地.30叩hd 

|市庁舎 1 I 0.2 I短時10.剛 d
串l調俣 3 1 0.6 1 300席、慰問O.棚n/.

計 60 1 12.0 1 

1 10 122.0 1 延1庶0加5芭50週.0叩xdmzrf/ZZ醤坦敵地1I0h，

宅 低〈属2-製歯3埼箆箆宅3 起五草回O話戸。Xα7田0dd/+芦i叩m活出時回数お地03.曲5MOd 

高 中〈高4層~集14帰合隠趨宅} 話10.庶0叩1.戸加x0.冊l叩Odd/争予言25欄0穏%揖m微L増OG4EO-h∞OOOn/

針 18513;.01 

道路、佐沼 100 20.0 5曲h.X20%篇 l田h.

公小平段、中学校 13 2.6 小#授 1.6h.X6.中学佼3.3h.x2.珪時2na

高段 5 I 1.0 経時 4.0叩d
共
串粒暗』主 2 I 0.4 既n神社‘掴守叩ll.碕寄
路公鑓 30 6.0 

底地児区草億人公公也邸口0S4.hお万ah人XaX2X2.60近d./隅中人公員悶企鱒画敵2地h9a3hX0a岡4 

段
緑地 97 19.4 時遣を古む

品 自完結毘思経段 8 I 1.6 暗時g控E輯除且‘霞毘範電所段、下等水高車県震鮭段.地段制供

計 2 5 5 1 51.0 1 

合 針 500 1 i田.0



3.2土地利用の考え方 (図-2参照)

・オフィス、商業、文化施設、鉄道駅等からなるタウン

センターを充実し、魅力とにぎわいのあるモヂj時E市

の核をつくる。

・タウンセンターを川岸に配置し、近接させて供給処理

施設を配置する。

・モヂノ哨l市全体の良好な環境を演出するため、幅50"""

100mの外周緑地を配撞する。

・都市の主要な歩行者動線にせせらぎと緑地からなる線

道を配遣する。この緑道沿いに、公園や学校等を配置

し、潔境軸・生活軸として機能させる。

・古くから地域に杷られて来た澗、鎮守の森等を保全し

た土地利用とする。

.]11面からの涼しい風を夏季に都市内に呼びこむ「嵐の

道Jを緑道等により確保する。

-東西方向の幹線道路は地下化し、その他の道路の線形

はゆるやかな曲線とし、街並みにリズミカルな変化と

豊かさを加える。

守う民1

図 2 土地利用モデル図

3.3環境共生園省エネ都市への導入技術の検討

環境共生・省エネ技術としては、多様なものがあるが、本研究では、モデル都市の都市規模、負荷

密度、自然条件等から、導入する環境共生・省エネ技術を選定した。(図-3参照)

(1)電力・熱関連システム

電気はエクセjレギー的に質の高いエネルギーであるため、冷暖薦給湯舟熱源に高効率なス…ノ号ーヒ

ートポンプ (S司p)を用いることにより、電力の有効利用を関り、電力消費量を削減すると共に、

ごみ焼去問機や太陽電池による発電システムを導入する。

熱については、パッシブ手法等の省エネルギー建築技術iこより、冬は熱を逃がさず夏は夜間通風で

駆体蓄冷し、冷緩房負荷を減少させる。その上で未利用エネルギーであるごみ焼却排熱，都市下水・

河川水からの温度差を有効に利用するため、地域冷暖爵システム (DHC)を導入する。業務系ゾー
ンでは冷媛房給湯用熱エネルギーを全てDHCより供給する。住宅系ゾーンでは、パッシプ手法によ
り麦期の冷房が不要になるなど冷暖房用熱エネルギー消費量が減少することが推察できるため、 DH
Cからの供給は集合住宅の給湯だけとする。その他の熱エネルギーについても都市内での大気汚染負

荷の小さい電気エネルギーにより供給する。

(2)水関連、ンステム

上水消費量を抑えるため、節水効果の大きな業務系ゾーンに下水の高度処理水による中水道システ

ムを導入する。

雨水については、透水性舗装部分からは地下に浸透させ、時間をかけて河川へ渉み出させる。ある

いは地下の雨水貯留槽に貯留し、後日、樹木への散水等に利用する。

この都市の水は、せせらぎにより人々の毘に安らぎを与え、樹木に溜いを与え、また夏の暑い日に

は水面からの蒸発散効果により都市に涼しさを与える。

(3)ごみ関連システム

モデjレ都市から発生するごみは分別収集し、再利用可能な紙やアルミ等はリサイクル(資源回収)
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する。残分のごみを焼却する際の排熱を利用したコ@ジェネレーションシステム (CG)により、電

気エネルギーと地域冷暖房用熱エネルギーを回収する。この際、周辺都市からのごみも受け入れるこ

とで、周辺都市に貢献するとともにモヂル都市のエネルギー自立性を向上させる。

(4){，f訟害自動車

大気汚染負荷の大きなディーゼルエンジン車をなくすと共に、全自動車の20%程度を電気自動車に

<<;替する。 緑と水に閤草川部いの晶る肺iこ-一 -P:57Mーとしての抑制糊
碍やかなOl I守----・司 ~， 

川町ラー山ム制限織、底、棚、採除枇、日開 J-.T/-7λ密
ヒートアイランド抑制

JlI*惨国

姐:::::::::::::::~:::司:、:::~:::

縫抽

-3 モデル都市における環境共生@省エネ技術

4.モヂル都市におけるエネルギー等消費最の算定

4. 1電力羽熱 表-2 勧・熱エネルギー議費量の比較(鞠)
モヂル都市における電力および熱負荷量を建物用途別

原単位により算定し、在来型DHCシステムを適用した

場合と環境共生。省エネシステムを適用した場合との比

較を行った。

太陽電池については、集合住宅および予建住宅の建築

面積の50%(227，500ni)に受光パネルを日本の事均的な

切妻屋根の傾斜角変である150 とし、南麗に設置するも

のとして算定した。

ごみ焼却熱については、焼却量を罵辺2都市からのご

みと合わせて300ton/目、単位発熱最を2;500Kcal!均と

して算定した。

都市下水については、発生下水量56，763ni/日、科用

温度差を暖爵時100C，冷房時50Cとした。

河川水については、暖房持取水量O.4rrf/ sec，温度差

3
0

C，冷震時取水量0.5ni/sec，温度差50Cとした。

未利用エネルギーをより効率よく活用するため COP6 

--8のスーパーヒートポンプの導入を想定した。

なお、在来型DHCシステムの熱源は電力を30%、都

市ガスを70%とした。

モデル都市|在来型都市|

鍵商品 鰐'Jl'動力 221 GWh 日制 Tcatl 221制h (l前Tca1)

消費量証 J令 関 16 GWh ( 11 Tcatl gm1181{t a Teal} 
7Gl (79 Tcatl 

頃 民 15側h ( 13 Tcatl 5邸h，i{t43Teal] 
4Gl (43Tcatl 

給 場 2 GWh ( 1 Tcatl 3 Gl ・2(38 Tca1) 
徹送動力 5 GWh ( 4 Tcatl 3開h'3 ( 3 Tcatl 

小tt穏 気 笥司側h I 238 GWh 
ガ ス 14 Gl 

都市同時‘宇 222 Tcal (6IX) 365 Tcal U∞悶

住宅系 照明・動力 91開h ( 78 Tcatl 91 GWh ( 78 Tcall 

i持軍最 愉 野 一 9 GWh '4 ( 7 Tcall 

媛 爵 15 GWh時(13 Tcatl 3 Gl・6(36 Tcall 
給 湯I損t戸盟金送E重E住信S宅力宅 1日開h {{ { STcall 

iOl伺EWhh S5E  i TTeeaall} } llGl .7 U22Tcatl 

際 間 13開h岨(16 Tcall 2Gl '9 (27Tcatl 

電気 140 G¥lh l∞側h

ガス 16 Gl 

都市内持品手 124 Tca 1 (46X) 272 Tcal UOOX) 

鶴市内 ごみ発電 A 47 GWh叫oI 
発電量 コk絹光発電 A 24開h'10 

合計 電気措置量 326 GWh 338側h

ガスr同盟鼠 30 G2 

都市内時品← 285 Tcal (45X) 637 Tcal (tOOX) 

一次時>1'-換JI 812 Tcal (間約 1.293 Tca 1 (t00別

盆:Z1ヰh旗azでfzf総E:ぽ:長ちAヲEまh:弘i殺:2Z2E害惣at器f?2主TA7E品Lh?k?f?・kEす3るE:小5222町iTν蜘b羽3.8)した.

この計算の結果、夏期は環境共生・省エネシステムの適用により、投入電気エネルギーは、 1，368

M陥/自から1，117M耐/日に減少し、また、投入熱エネルギーは1，280Gcal/呂から79Gcal/日に減少

するo これらの結果、都市排熱島は、 3，530Gcal〆日から、 1，966Gcal/臼に減少する。(図-4， 5 
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参照)また、年間では、一次エネルギー換算で37%の省エネルギーが可能となる。(表-2参照)
都市外郎から供給 館前外部から供給

議電:i際;11gi
在来製綿布

都市外部から供給
モデル都市 ¥ 脳附h(7必閣時

随一 4 在鰹DHCシステムを翻した掛の

ー日当りエネルギ目蚊(夏)

都市外郎昔、ち供給

図-5 轍姓・省エネシステムを翻し域告の

叶当りエネJ呼回収支(夏)

4.2水 表…3 モヂノ時E市における再生水量
中水道システムによる再生水量は、建物帰途別給水負

荷原単位から求めた給水量のうちトイレなど再生利用可

能な割合 G等監k代用可能事〉および、中水道システム
の導入害IJ合から算定した(表-3参照)。中水道システ

ムを導入することにより、再倣k最として約18，OOOnf/
日を供給することになり、上水消費量が約38，OOOnf/自

に減少し、約33%の節水となる。

その他、下水の高度処理水はせせらぎ等の修景用水と

しての活用が可能である。

4.3自動車

モデル都市内の発生集中自動車交通量は、自動車の発

|給水平均時ま
中水量

建物用途
nl/臼% nl/臼

オフィス 31.110 50 100 15.555 

言寄業施設 1. 120 38 85 362 

文化施設 240 50 100 120 

ホテル 10.500 22 100 2.310 I 

市庁舎 160 50 100 80 

存可 院 675 32 100 216 

戸建伎宅 3.300 一 一 一
3車合住宅 9.450 一 一 一
A子a晶・ 校 208 一 一
会 3十 (平均ね)I 18.643 

-居上水住人消費量出56.763 -18. 643謂 38.120nl/日
口当りの給水量ま四756i/人 '8

生集中交通量原単位と、建物用途別延床箇積から、平日 表-4 モデ崎市I~樹6職中自動事実趨

約134，000合/臼，休日約76，000台/日と算定した。

(表-4参照)
平均走行距離をO.8kmとすると、年間走行距離は約

3，340万台km/年となる。自動車あ重量のうち、大型車

の割合を、一般的な新部交通量調査結果から10%とし、

これらの大型車は全てディーゼルエンジン車、残りの中

小型車はガソリンエンジン車と仮定した。

電気自動車を20%導入した場合の電力消費量は、実走

行テスト結果0.556kwh/台kmと走行距離から算定した。
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建物用途

オフィス

商業施役

文化絡役

ホテル

市庁舎

病 院

戸建伎宅

集合住宅

-a E十

発生集中 平自
原単位

係数
台/haB 

402 

1.160 0.2 

377 1.0 

300 1.0 

865 1.0 

342 1.0 

291 1.0 

291 1.0 

一
休日 発交生通集盤中El動車

台/回
係数
平沼 休日

73.566 14.713 

1.0 812 4.060 

1.0 377 377 

0.7 1.800 1.260 

0.2 865 173 

0.2 1. 026 205 

1.0 16.005 16.005 

1.0 39.285 39.285 

133. ;36 76.0;8 



年間の電気自動車の電力消費量は、 4，'632Mwh/年となり、照明・動力等の電力消費量314，000制的/

年と比べて約1.5%と少ない。(平日)14，895主的/日， (休日)8，460kwh/日， (年間)4，632Mwh/日

4.4ヒートアイランド

夏期の代表日の投入エネルギーは、 2，456Gcal/日から1，039Gcal/S(42%)に減少する。(更に、

太陽光発電量を考躍すると、 854Gcal/日(35%)に減少する。)これらの結果、大気に捨てられる都

市排熱量(冷房排熱・ごみ焼却排熱)は、 2，748Gcal/日から、 1，204Gcal/呂 (44%)に減少する。

(図-4， 5参照)

これらの効果と緑などの蒸発散可能面積の向上(145%)により、モデル都市は在来型都市に比べ、

夏期の代表日において、最高気植でO.7 oc、最低気温で1.1 oc、平均気温でも0.80C程度抑えられる。

5.モヂル都市における大気環境改善効果の算定

モデl昨日前に環境共生@省エネシステムを適用するこ

とによる寵力・熱エネルギー消費量の削減および電気自

動車を20%導入することによる環境改善効果を窒素酸化

物 (NOx)，硫黄酸化物 (SOx)，二酸化炭素 (CO2) 

の排出量により算定した。(表-5参照)

回定排出源である電力@熱エネルギーシステム関連に

ついては、篭気自動車用電力を合めて年間燃量使用量を

求め、排出原単位から各排出最を算定した。

また、移動排出源である自動車については、東京都実

走行モードによる車種別NOx排出原単位および10モー

ドCO2排出実視11値から各排出震を算定した。

NOx排出量については、国定発生源では30%、移動

発生源では66%を削減することが可能となる。

表-5ザj哨3市にお出大気環境改善効果(欄)
宅資 目 iモデル都市 在来型都市
国 適用システム 環綾共生・省工4 夜来型DHC
定
発 燃料 ガス G1! 一 30 
生 消費量 4・・・・・・ a・・・・.司・ 唱..‘・・・-・・・e司喝開暢咽・咽.~4_4 唱幅噌 e・4陶帽帽圃明司喝開'句聞噌咽・ 4除4陪..陣・咽司...帽

d軍 電力 GWh 333 338 

NOx排出量 ton 13 (10目) 105 (100%) 

S Ox排出量 ton 56 (91目) 58 (100%) 

C 02排出量 ton36. 500 (64%) 57.000 (100%) 

移 走行主主縞 2窓気扇動車 20% ガソリン]/[90% 
動 ガソリン事 80% ディイ品率 10百
発
主主 NOx排出量 ton 11 (34%) 32 (100%)' 
源

問。(16%) I 3. 400 (100%) C02排出量 ton

NOx排出滋 ton 84 (61%) 131 (100%) 
ぷC弘3、
SOx排出髭 ton 56 (91%) 58 (100%) 
Z十
C02排出量 ton39. 100 (65%) 60.400 (100%) 

CO2排出震についても、臨定発生源では36%、移動発生源では24%を同様に削減できる。

SOx排出震については、ほとんど差が表れない。

以上から、都市活動全体をとらえると冷暖房等の画定発生源もさることながら自動車等の移動発生

源からの排出最も大きく、地球環境改善のためには双方の削減が重要になることが把握できた。

6.おわりに

本研究では、環境共生・省エネ都市の概念を適用したモデル都市を想定し、 「都市の自立性J向上

による、地球環境への貢献度を概略試算し、効果が大きいことを認識した。今後は、環境共生技術に

かかわる f市民生活の豊かさjについての評価方法や導入コストの検討を試みたい。なお、本研究は

鵠)電力中央研究所と大成建設械が共毘で実施したものであり、研究にたずさわった各位に詩j意を表し

ます。
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